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令和 8年度 給与支払報告書の提出について 

 平素は、当市税務行政にご理解とご協力をいただき、ありがとうございます。 

 さて、令和 7 年中に給与（給料・賃金・賞与等。専従者給与を含みます。）の支払いをした事業者は、以

下のとおり給与支払報告書の提出をお願いします。 

提出期限・対象者・提出先等について 

○提出期限は、令和８年 2 月２日（月）です。 

 ＊書面による提出の場合は、令和８年１月 20 日（火）までの提出にご協力をお願いします。 

○対象者は、令和７年中に給与等を支払った全ての給与受給者です。（地方税法第 317 条の 6） 

 ＊職種（正規・非正規・アルバイト等）や支払金額の大小、年末調整の済・未済、確定申告をする・しな

いに関わらず、全ての受給者について提出してください。 

 ＊中途退職した受給者で、支払金額が 30 万円以下の方につきましても、提出の義務はありませんが、公

正・適正な課税のため、提出にご協力をお願いします。 

○提出先は、令和８年１月１日現在（中途退職者は退職時）の住所地の市区町村です。 

 ＊赤穂市に住所のある受給者がいない場合は、赤穂市への提出は不要です。 

提出方法・提出書類等について 

提出書類 ＼ 提出方法 eLTAX 光ディスク等 書面 

①給与支払報告書（総括表） 〇 〇（書面） 〇 

②給与支払報告書（個人別明細書） 〇 〇 〇 

③普通徴収切替理由書（兼仕切紙） ― ― 〇 

○令和６年に税務署へ提出すべき「給与所得の源泉徴収票」が 100 枚以上であった場合、電子（eLTAX・

光ディスク等）による提出が義務付けられています。 

 ＊上記に該当しない場合につきましても、事務処理の効率化のため、電子による提出にご協力をお願いし

ます。 

○書面により提出する場合は、本書 3 ページに記載のとおりに仕分けをして提出してください。 

 ＊各種様式が必要な場合は、赤穂市ホームページからダウンロードするか、最寄りの市区町村へご請求く

ださい。 

注意事項等について 

○給与受給者の市県民税は、特別徴収が原則です。（地方税法第 321 条の 5） 

 ＊普通徴収にできるのは、同封の「普通徴収切替理由書（兼仕切紙）」の切替理由に該当する方のみです。 

○個人番号（マイナンバー）・法人番号を記載してください。 

 ＊支払者・受給者・扶養親族等の個人番号・法人番号は、正確に記載してください。 

○退職等の異動があった場合は「給与所得者異動届出書」を提出してください。 

 ＊特別徴収対象者として提出した後に退職・転勤等の異動があった場合は「給与支払報告に係る給与所得

者異動届出書」を令和 8 年４月 14 日（火）までに提出してください。 

※本書・同封書類には、特にご留意いただきたい点に絞って記載しています。その他の詳細・注意事項等に

つきましては、赤穂市ホームページをご覧ください。 

  赤穂市 給与支払報告書 検索 
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給与支払報告書（総括表）の記載例 

○赤穂市の総括表に印字されている名称・所在地に変更等がある場合は、朱書きで訂正してください。（訂

正印は不要です。） 

○自社作成の総括表を使用して提出する場合は、赤穂市の総括表に印字されている指定番号を記載してく

ださい。 

 ＊自社作成の総括表の提出とあわせて、赤穂市の総括表も提出してください（記載不要）。 

  

御中
特別徴収事務担当者　　様

　　給与支払報告書（総括表）

令和　7　年　1　 月分から　1 　月分まで

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

人

〒

氏　名

電　話

※ 普通徴収とする場合は、普通徴収切替理由書の提出が必要です。

※

★裏面もご覧ください

指定

番号

8

赤 穂 市 提 出 用 （ 令 和 8 年 1 月 5 日 提 出 ）

給 与 の 支 払 期 間

給 与 支 払 者 の 個 人 番 号
又 は 法 人 番 号

同 上 の
所 在 地

（住民税を給与天引する）

普通徴収 退職者
② 人

給与支払者
の 名 称
又 は 氏 名

　　赤穂　株式会社　
受 給 者 総 人 員

（給与天引できな
い方として、普通

徴収切替理由書に
記載した人数）

特別徴収関
係 書 類 の
送 付 先

乙欄
その他

③ 人

赤
穂
市
へ
の
報
告
人
員

特別徴収①
人

納入書の送付 要　・　不要

1 2 3 4 5 6 7

           678-0292
           赤穂市加里屋８１番地

                    赤穂　株式会社

赤穂市加里屋81番地

　678-0292

同上

経理課　給与係
赤穂　花子

0791-43-6803

15

総括表の送付 要　・　不要

計　①＋②＋③
人

5

1

2

8

個人事業主の方は、個人番号を記載してください。本表を提出する際は、番号及
び身元確認書類の提示又は提出（確認書類又はその写し）が必要です。

連
絡
先

所属課

↓今回の提出は令和８年度「⑧」です。 

１ 

2 

3 4 

5 

6 
7 

2 
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給与支払報告書（総括表）の記載要領 

１ 「指定番号」欄には、赤穂市の指定番号（数字 7 桁）を記載してください。 

２ 「給与支払者の個人番号又は法人番号」欄には、給与支払者の個人番号（マイナンバー）又は法人番

号を記載してください。 

３ 給与支払者が個人事業主の場合で、屋号があるときは「給与支払者の名称又は氏名」欄には、個人事

業主の氏名の後ろにかっこ書きで屋号を記載してください。＜例：赤穂 太郎（赤穂商店）＞ 

４ 「受給者総人員」欄には、１月１日現在において給与の支払をする事務所・事業所等から給与等の支

払を受けている者の総人員（赤穂市以外の受給者を含む。）を記載してください。 

５ 「報告人員」の各欄には、赤穂市に給与支払報告書（個人別明細書）を提出する特別徴収対象者①・

普通徴収対象者②（退職者）・普通徴収対象者③（乙欄・その他）の人数とその合計人数（①＋②＋

③）を記載してください。 

６ 「連絡先」欄には、提出する給与支払報告書について赤穂市から問い合せる際の連絡先を記載してく

ださい。 

７ 「納入書」「総括表」欄には、特別徴収の納入書、総括表の要・不要を記載してください。（前年度と

変わらない場合、特別徴収対象者がいない場合は、記載不要です。） 

提出時の綴り方 

＊右図のとおりに仕分けをして提出して

ください。 

＊ホチキス止めはせず、クリップ又は輪ゴ

ムでまとめてください。 

＊普通徴収分（切替理由書記載分）の個人

別明細書は、略号（a～d）の順に並べて

ください。 

＊普通徴収分の個人別明細書がない場合

は、普通徴収切替理由書（兼仕切紙）の

提出は不要です。 

＊総括表の「報告人員」の各欄に記載した

人数、個人別明細書の枚数、及び普通徴

収切替理由書（兼仕切紙）に記載した人

数が正しく、整合性がとれているかよく

ご確認ください。 

  

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　乙欄摘要又は退職年月日の記入があれば、略号の記入は不要です。

＜提出時の綴り方＞

切替理由書兼仕切紙

総 括 表

（特別徴収分）

個人別明細書

個人別明細書

（切替理由書記載分）
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給与支払報告書（個人別明細書）の記載例 

  

　　　　　　（摘要）に前職分の加算額、支払者等を記入してください。

8
※ ※ 種　　　別 ※　整　理　番　号 ※

千

種　　　　　　別 支　払　金　額
給与所得控除後の金額
（ 調 整 控 除 後 ）

円

従人千

380

所得控除の額の合計額

千 円 内 千

内

給
与
支
払
報
告
書

（
個
人
別
明
細
書

）

住
　
所

赤穂市加里屋81番地

(個人番号) 1支
払
を
受
け
る
者

※区分 (受給者番号) 12345

給 与 ・ 賞 与

内 千 円

氏
名

（フリガナ） アコウ　　タロウ

特定親族特別控除の額

2 3 4 5 2

源 泉 徴 収 税 額

6 7 8 9 0 1

　　　　赤穂　太郎

(役職名)

9 000 000 7 000 000 4 026

円

の有無等 老人

(源泉)控除対象配偶者 障害者の数
（本人を除く。）

非居住者
である親
族の数

846 83 300

有 従有

特別 その他

１６歳未満
扶養親族

の数

人 人 人 人

〇

人

1

人

1

従人

千

住宅借入金等特別控除の額

生命保険
料の金額
の内訳

新生命保険料
の金額

円
旧生命保険料

の金額

円
介護医療

保険料の金額

(摘要)
　（前職）赤穂市加里屋△△番地　　〇〇産業株式会社　R7.3.31退職
　　　　　 支払金額：968,000　源泉徴収税額：3,000　社会保険料：170,000

円
新個人年金

保険料の金額

円
旧個人年金

保険料の金額

円

円

住宅借入
金等特別
控除の額
の内訳

住宅借入金
等特別控除

適用数
1 居住開始年月

日
（１回目）

年 月 日
住宅借入金等
特別控除区分

（１回目）

100,000 20,000 30,000 80,000 90,000

住宅借入金
等特別控除

可能額

円
居住開始年月

日
（２回目）

年 月 日
住宅借入金等
特別控除区分

（２回目）

住宅借入金等
年末残高
（２回目）

円

3 12 1 11,820,000住（特特）
住宅借入金等

年末残高
（１回目）

(源泉・

特別)

控除
対象

配偶者

（フリガナ） アコウ　ハナミ
区
分 配偶者の

合計所得

円
国民年金保険
料等の金額

円

118,200

900,000
176,460 19,000

旧長期損害
保険料の金額

円

氏名 赤穂　花美

基礎控除の額
円

所得金額
調整控除額

円

0 1個人番号 2 3 4 5 6 7 8 9

控
除
対
象
扶
養
親
族

1

（フリガナ） アコウ　ハルコ 区
分

１
６
歳
未
満
の
扶
養
親
族

1

（フリガナ）

50,0002 3

赤穂　春子 氏名 赤穂　朝子

アコウ　アサコ 区
分

5人目以降の控除対
象扶養親族の

個人番号

個人番号 3 4 5 6 7 8 9 7 8 9 0 1 2 3 4 5 60 1 2 3 4 個人番号 7 8

5 個人番号

2

（フリガナ） アコウ　ナツオ 区
分 2

（フリガナ）
区
分

個人番号 4 5 6 7 8

氏名 赤穂　夏男 氏名

9 0 1 2 3 4

3

（フリガナ） アコウ　アキコ 区
分 10

3

（フリガナ）
区
分

5人目以降の16歳未
満の扶養親族の

個人番号

個人番号 5 6 7 8 9

氏名 赤穂　秋子 氏名

6 個人番号0 1 2 3 4 5

4

（フリガナ） アコウ　フユコ 区
分 30

4氏名 赤穂　冬美 氏名

（フリガナ）
区
分

1 2 3 4 5 6個人番号 6 7 8 9 0 7 個人番号

年 月 日 元号

未
成
年
者

外

国

人

死

亡

退

職

災

害

者

乙

欄

本人が障害者 寡

婦

ひ
と
り
親 年 月 日

7 4
（
市
区
町
村
提
出
用

）

特
別

そ
の
他 就職 退職

勤
労
学
生

中 途 就 ・ 退 職 受 給 者 生 年 月 日

訂
正
す
る
場
合
は
二
重
線
で
抹
消
し
て
く
だ
さ
い

。

昭和 53

支
払
者

個人番号又は
法 人 番 号 1 2 3 4

氏名又は名称

1 1 2〇

1 2 3 （右詰で記載してください。）

赤穂　株式会社
（電話）

0791-43-6803

5 6 7 8 9 0

住所（居所）
又は所在地 赤穂市加里屋81番地

000 909 846

円 千 円 千

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額

200

円 千 円円 千

地震保険料の控除額

内 人

1 1

人

1

配偶者（特別）
控除の額

控除退職扶養親族の数
（配偶者を除く。）

特 定 老　人 その他 特 親

112 500 44 500

2

従人円

000

従人

118140

↓今回の提出は令和 8 年度「⑧」です。 

１ 

２ 

３ 

５ 

6 

５ 

４ 

7 8 

4 

４ 

① 赤穂太郎は赤穂株式会社で年末調整を受けている。（前職がある） 

② 控除対象配偶者及び扶養親族は以下のとおりである。 

・控除対象配偶者   ：赤穂 花美 

・老人扶養親族（うち同居老親等）  ：赤穂 春子 

・一般の扶養親族   ：赤穂 夏男 

・特定親族    ：赤穂 秋子（合計所得 80 万円） 赤穂 冬美（合計所得 95 万円） 

・16 歳未満の扶養親族（年少）  ：赤穂 朝子 

 



5 

 

給与支払報告書（個人別明細書）の記載要領 

 

１ 「住所」欄には、令和８年１月１日（中途退職者は、退職時）現在の住所を記載してください。 

  ※誤りが多いため、必ず受給者への確認をお願いします。 

２ 「氏名」欄には、必ずフリガナを記載し、通称等ではなく住民票上の氏名を記載してください。 

３ 専従者給与の場合は「種別」欄に「専従者給与」又は「専給」と記載してください。 

４ 控除対象配偶者・扶養親族に関する欄には、扶養親族等の人数等・氏名・フリガナ・個人番号を記載し

てください。また、控除対象配偶者については、配偶者（特別）控除の額・配偶者の合計所得金額も記

載してください。「区分」欄については、特定親族の場合は P６(2)の表より、非居住者の場合は下記の

表より該当する数字を記載してください。非居住者がいる場合、「非居住者である親族の数」欄に人数

を記載してください。 

 

 

 

５ 社会保険料・生命保険料・地震保険料等の各控除額とその内訳を記載してください。特定親族特別控除

がある場合は、各人の控除額を記載してください。 

「住宅借入金等特別控除区分」欄については「給与所得者の（特定増改築等）住宅借入金等特別控除申

告書」に表示されている区分を確認し、記載してください。 

７ 「摘要」欄には、次の事項を記載してください。 

ア 同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く。）を有する方で、その同一生計配偶者が障害者、（同居）

特別障害者に該当する場合は「同一生計配偶者の氏名（同配）」と記載してください。 

イ 所得金額調整控除の適用がある場合で、要件に該当する扶養親族の氏名が４に記載されないとき

は「扶養親族の氏名（調整）」と記載してください。 

ウ 前職分の給与等を含む場合は、前職分の支払者の所在地・氏名又は名称、退職日、給与等の金額、

源泉徴収税額、社会保険料の金額を記載してください。 

エ 特定親族特別控除がある場合は、各人の控除額及び合計所得金額又はその見積額を記載してくだ

さい。 

オ 租税条約の適用を受ける場合は、該当条文を記載するとともに、適用を受けるのが初年度の場合は

租税条約に関する届出書の写しを３月 1６日までに提出してください。 

カ 普通徴収とする場合は、該当する切替理由の略号（a～d）を記載してください。 

７ 退職（予定）の場合は「中途就・退職」欄の「退職」欄に○をし、退職（予定）日を記載してください。 

８「受給者生年月日」欄には、受給者の生年月日を必ず記載してください。 

受給者、受給者の配偶者・扶養親族、支払者の氏名又は名称を記載する各欄について、個人番号又は法人番号を

記載してください。 

記号

○

01

 留学により国外に居住している者 02

 障害者 03

 受給者から前年中に生活費・教育費として
 38万円以上の支払いを受けている者

04

非居住者（国外居住者）の区分

 控除対象配偶者・16歳未満の扶養親族

控除
対象
扶養
親族

 年齢30歳未満又は70歳以上の者

年齢30歳以上
70歳未満の者
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個人住民税の主な改正について（令和８年度以降適用） 

 

（１） 給与所得控除 

給与所得控除について、55 万円の最低保障額が 65 万円に引き上げられます。 

 

（２） 特定親族特別控除 

所得割の納税義務者が生計を一にする年齢 19 歳以上 23 歳未満の親族等（その納税義務者の配偶者

及び青色事業専従者等を除くものとし、前年の合計所得金額が 123 万円以下であるものに限る。）で

控除対象扶養親族に該当しないものを有する場合には、その納税義務者の前年の総所得金額等から

次のとおりの控除額が控除されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 扶養親族等に係る所得要件の引き上げ 

・令和８年度分以後の個人住民税について、同一生計配偶者及び扶養親族の前年の合計所得金額要 

件を 58 万円以下（現行：48 万円以下）に引き上げられます。 

・令和８年度分以後の個人住民税について、ひとり親の生計を一にする子の前年の総所得金額等の 

合計額の要件を 58 万円以下（現行：48 万円以下）に引き上げられます。 

・勤労学生の前年の合計所得金額要件を 85 万円以下（現行：75 万円以下）に引き上げられます。 

 

個人住民税の特別徴収について 

 給与支払者（事業主等）の皆様には、従業員等の個人住民税等の特別徴収（給与からの差引き）の徹底に

ご協力いただいています。令和８年度の給与支払報告書の作成及び提出においても、引き続きご協力くださ

いますようお願いいたします。 

 なお、特別徴収できない理由に当てはまる従業員などは、普通徴収（個人納付）とすることができます。

普通徴収を選択する場合は、給与支払報告書の提出時に、普通徴収切替依頼書（兼仕切紙）の添付又は個人

別明細書の摘要欄への略号を記載する必要があります。（ページ３に記載のとおり） 

略号

a

b

c

d

退職者または給与支払報告書を提出した年の5月31日までの退職予定者

給与支払額が少なく、個人住民税を特別徴収しきれない方

給与の支払が不定期（毎月支給されていない）な方

他の事業者から支払われる給与から特別徴収されている方(乙欄適用者)

普通徴収への切替理由（下記４項目以外の理由は不可）

住民税 所得税 居住者 非居住者

58万円超85万円以下 63万円 10 11

85万円超90万円以下 61万円 20 21

90万円超95万円以下 51万円 30 31

95万円超100万円以下 40 41

100万円超105万円以下 50 51

105万円超110万円以下 60 61

110万円超115万円以下 70 71

115万円超120万円以下 80 81

120万円超123万円以下 90 91

31万円

21万円

11万円

6万円

3万円

所得控除の額 区分欄記載数字

特定親族の合計所得金額

45万円

41万円
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委  任  状 
 

令和  年  月  日 

 

委

任

者 

住  所： 

氏  名：                      

生年月日：大・昭・平・令    年   月   日 

 

 私は、下記の者を代理人として「給与支払報告書の提出」に関する権限を委任し

ます。 

 

代

理

人 

住  所： 

氏  名： 

生年月日：大・昭・平・令    年   月   日 

 

 

 

 

 

※委任者本人がすべての欄を記入してください。 

給与支払報告書を代理人の方が提出される場合にご利用ください。 

提出の際には代理人の方の本人確認が必要になります。 


